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0 人

0 ％

0 人

0 ％

―

―

405,489円

373,905円

―

―

―

―

―

―

―

―

―

1
12
9

22

講座数 受講者数
（人）

区分

９．不利益処分に関する不服申し立ての状況（平成 24 年度）

８．勤務条件に関する措置の要求の状況（平成 24 年度）

認 定 件 数区 分
(３)公務災害補償の認定状況（平成 24 年度）

　地方公務員法に基づく職員の保健、元気回復その他厚生に関
する事項を実施するため、坂城町職員互助会を設置し各種事業
を行っています。

(２)職員互助会の設置

(１)職員の定期健康診断の状況（平成 24 年度）
７．職員の福祉及び利益の保護の状況

研 修 区 分

６．職員の研修の状況（平成 24 年度）

(１)営利企業従事制限にかかる許可の状況（平成 24 年度）
５．職員の服務の状況

※分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に行わ
れる処分で、公務能率の維持を目的として行われます。
※懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うための処
分で、公務における規律と秩序を維持することを目的として行われます。

４．職員の分限及び懲戒処分の状況（平成 24 年度）

3 ヶ月以内

(３)育児休業の状況（平成 24 年度）

平均取得日数制 度 の 概 要
(２)有給休暇の状況（平成 24 年度）

午前 8 時 30 分

休憩時間終了時刻
(１)職員の勤務時間（平成 24 年度）
３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　特別職の給料や課長等の管理職手当について、特例措置によ
り減額を行っています。
○特別職の減額内容　給料月額の引き下げ【上記 (９) のとおり】

(10)人件費の抑制

810,000円

670,000円

減額後の月額月 額区 分

(９)特別職の報酬等の状況（H25 年４月１日現在）

扶養手当

国の制度
との同異

国の制度と
異なる内容

区　分
（24 年度）

職員全体に占める
手当支給職員の割合

特殊勤務
手　　当

（24 年度）

全 職 種区 分

勧奨の場合（勤続 15 年
以上 59 歳未満）８号俸無退職時特別昇給

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

支給率

国に同じ

期末手当

1.225月分

1.375月分

2.600月分

6月期

12月期

計

退職
手当

期末
及び
勤勉
手当

坂 城 町国

(８)職員手当の状況（平成 24 年度）

比　　率（Ｂ/Ａ）

普通昇給期間（12 月）
を短縮して昇給した
職員数　  　　　（Ｂ）

技能労務職
0人

一般行政職
89人

代表的な職種

職員数  130人（Ａ）
合 計

区 分
(７)昇給期間短縮の状況（平成 24 年度）

※「坂城町一般職の職員の給与に関する条例」に基づく給料表の級区分による
職員数です。
※標準的な職務内容は、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

9

10.0

計課 長
主 幹
技 幹

係 長
主 査
主 任

標準的な
職務内容

区 分

(６)一般行政職の級別職員数の状況（H25 年４月１日現在）

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合は、採
用後の年数をいいます。

７年以上
10 年未満

10 年以上
15 年未満

15 年以上
20 年未満

（H25 年４月１日現在）
(５)職員の経験年数別・学歴別平均給料額の状況

坂城町県国区 分

(４)職員の初任給の状況（H25 年４月１日現在）

※一般行政職とは、税務職員・保健師・企業職員（下水道）・技能労務職など
を除いた職員をいいます。
※国の平均給料及び平均給与の括弧書きは、給与改定特例法による措置がな
いとした場合の額（減額前）です。

43.1
歳

343,574円

312,077円町

県

国

技 能 労 務 職一 般 行 政 職
（H25 年４月１日現在）

(３)職員の平均給料・平均給与月額及び平均年齢

※職員手当とは、扶養手当・管理職手当・時間外勤務手当・宿日直手当・通
勤手当などで、退職手当は含まれていません。

123人

１人当たり
の給与費

(Ｂ/Ａ)計 (Ｂ)期末・勤勉手当職員手当給 料

給与費（千円）職員数
(Ａ)

(２)職員給与費の状況（H25 年度普通会計当初予算）

※人件費とは、特別職の給料や報酬、職員の給料・手当・共済費等です。
※特別職とは、町長･副町長・町議会議員・農業委員会委員・教育委員会委員・
監査委員・選挙管理委員会委員・消防団員及び各種審議会委員などをいい
ます。

16.97％75,011
千円

6,107,435
千円15,898人

人件費率
(Ｂ/Ａ)

人件費
(Ｂ)実質収支歳出額

(Ａ)
住民基本台帳人口
(H25.3.31 現在 )

(１)人件費の状況（H24 年度普通会計決算額）
２．職員の給与の状況

欠員補充

欠員補充

増 減 理 由増減数

―

―

―

１

―

―

―

―

―

１

―

―

―

２

２

２８

９

３５

９

１

９

５

１０

１５

４

３

２

１３２

２

２８

９

３４

９

１

９

５

１０

１４

４

３

２

１３０

２４年度
職 員 数

議会事務局
総 務
税 務
民 生
衛 生
労 働
農 林 水 産
商 工
土 木
教 育
下 水 道
国民健康保険
介 護 保 険
合 計

部 門

(２)部門別職員数の状況と増減（分類は定員管理調査による）

１０１

５

４

２２

０

１３２

５

０

０

２

０

７

９８

５

４

２３

０

１３０

H25.4.1 現在採用
者数

退職
者数H24.4.1 現在

一般事務職
技 術 職
保 健 師
保 育 士
技能労務職
合 計

職 種

単位：人(１)職員の採用・退職の状況（H24.4.2 ～ H25.4.1）
１．職員の任免及び職員数に関する状況

　人事行政の公平性・透明性の確保を目的に制定した「坂城町人事行政の運営等の状況に関する条例」に基づき、
職員数や給与、勤務条件などの状況を公表します。

２

０

０

３

０

５

２５年度

1,036,383
千円

450,125 90,910 164,520 705,555 5,736千円

区
分 平均給料

月　　額
平均給与
月　　額

平均
年齢

平均給料
月　　額

平均給与
月　　額

平均
年齢

45.3
歳

44.6
歳

一般行政職
178,800円

144,500円

163,987円
（172,200円）

大学卒

高校卒

※初任給は、試験採用に係るものです。
※国の初任給の括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の
額（減額前）です。

区 分

一般行政職
256,300円

―

231,800円

―

大学卒

高校卒

298,200円

―

主事補
技師補

主 事
技 師 副参事 参 事

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

職員数 (人)

構成比 (％)

92

100.0

0

0

3

3.0

40

43.0

31

34.0

9

10.0

勤勉手当

0.675月分

0.675月分

1.350月分

期末手当

1.200月分

1.450月分

2.650月分

勤勉手当

0.650月分

0.650月分

1.300月分

有職制上の段階、職務の
級等による加算措置

自己都合 勧奨・定年
23.50月分

33.50月分

47.50月分

59.28月分

30.55月分

41.34月分

59.28月分

59.28月分

国に同じ

支給対象職員 1 人
当たりの平均支給年額

手当の種類（手当数）

代表的な手当の名称

9.2％

廃棄物、汚物等処理手当

10,238円

用地交渉手当

徴収手当

６種

時間外勤務手当
（24年度）

支 給 総 額

職員１人当たり支給年額

38,869千円

299千円
※選挙投票・開票事務の手当も含まれています。

国の制度

扶養親族のある職員に
支給されます

住居手当

通勤手当

借 家 又 は 借 間 に 居 住
し、一定額以上を超え
る家賃を支払っている
職員、及び自己が所有
する家に居住する職員
に支給されます

通勤のために交通機関
等を利用して、その運
賃等を負担することを
常例とする職員に支給
されます

同じ

一部異

同じ ―

―

町外に自ら居
住する住宅を
借 り、月 額
12,000 円 を
超える家賃を
支払っている
職員は、相当
する額の 1/3

給 料
町 長

副町長

648,000円

―

開始時刻

午後 5 時 15 分 午後 0 時～午後 1 時

１年につき 20 日付与
※付与された翌年に限り繰越可能（最大 40 日） 4.8日

取得者数
取 得 期 間

3人

3 ～ 6 ヶ月 1 ～ 3 年6 ～ 12 ヶ月
2人

分 限 処 分 者
免職

―
計
―

戒告
―

減給
―

停職
―

免職
―

計
―

降任
―

休職
―

懲 戒 処 分 者

申請件数 許可件数 内 容
39件 39件 消防団員・統計調査員など

内 容

職 員 接 遇 研 修
専 門 研 修
全職員対象研修

計

101
53
44

198

職員接遇研修
管理者リーダーシップ養成講座など
野中郁次郎公開講座など

健 康 診 断 の 種 類 受診者数
定期健康診断（健康スクリーニング）
人間ドック

41人

91人

公務災害
通勤災害

2件

―

要求件数　なし

申し立て件数　なし

経 験 年 数

単位：人

172,200円

140,100円133,418円
（140,100円）

1人

307,220円
（332,446 円）

376,257円
（405,463 円）
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0 人

0 ％

0 人

0 ％

―

―

405,489円

373,905円

―

―

―

―

―

―

―

―

―

1
12
9

22

講座数 受講者数
（人）

区分

９．不利益処分に関する不服申し立ての状況（平成 24 年度）

８．勤務条件に関する措置の要求の状況（平成 24 年度）

認 定 件 数区 分
(３)公務災害補償の認定状況（平成 24 年度）

　地方公務員法に基づく職員の保健、元気回復その他厚生に関
する事項を実施するため、坂城町職員互助会を設置し各種事業
を行っています。

(２)職員互助会の設置

(１)職員の定期健康診断の状況（平成 24 年度）
７．職員の福祉及び利益の保護の状況

研 修 区 分

６．職員の研修の状況（平成 24 年度）

(１)営利企業従事制限にかかる許可の状況（平成 24 年度）
５．職員の服務の状況

※分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に行わ
れる処分で、公務能率の維持を目的として行われます。
※懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うための処
分で、公務における規律と秩序を維持することを目的として行われます。

４．職員の分限及び懲戒処分の状況（平成 24 年度）

3 ヶ月以内

(３)育児休業の状況（平成 24 年度）

平均取得日数制 度 の 概 要
(２)有給休暇の状況（平成 24 年度）

午前 8 時 30 分

休憩時間終了時刻
(１)職員の勤務時間（平成 24 年度）
３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　特別職の給料や課長等の管理職手当について、特例措置によ
り減額を行っています。
○特別職の減額内容　給料月額の引き下げ【上記 (９) のとおり】

(10)人件費の抑制

810,000円

670,000円

減額後の月額月 額区 分

(９)特別職の報酬等の状況（H25 年４月１日現在）

扶養手当

国の制度
との同異

国の制度と
異なる内容

区　分
（24 年度）

職員全体に占める
手当支給職員の割合

特殊勤務
手　　当

（24 年度）

全 職 種区 分

勧奨の場合（勤続 15 年
以上 59 歳未満）８号俸無退職時特別昇給

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

支給率

国に同じ

期末手当

1.225月分

1.375月分

2.600月分

6月期

12月期

計

退職
手当

期末
及び
勤勉
手当

坂 城 町国

(８)職員手当の状況（平成 24 年度）

比　　率（Ｂ/Ａ）

普通昇給期間（12 月）
を短縮して昇給した
職員数　  　　　（Ｂ）

技能労務職
0人

一般行政職
89人

代表的な職種

職員数  130人（Ａ）
合 計

区 分
(７)昇給期間短縮の状況（平成 24 年度）

※「坂城町一般職の職員の給与に関する条例」に基づく給料表の級区分による
職員数です。
※標準的な職務内容は、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
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10.0

計課 長
主 幹
技 幹

係 長
主 査
主 任

標準的な
職務内容

区 分

(６)一般行政職の級別職員数の状況（H25 年４月１日現在）

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合は、採
用後の年数をいいます。

７年以上
10 年未満

10 年以上
15 年未満

15 年以上
20 年未満

（H25 年４月１日現在）
(５)職員の経験年数別・学歴別平均給料額の状況

坂城町県国区 分

(４)職員の初任給の状況（H25 年４月１日現在）

※一般行政職とは、税務職員・保健師・企業職員（下水道）・技能労務職など
を除いた職員をいいます。
※国の平均給料及び平均給与の括弧書きは、給与改定特例法による措置がな
いとした場合の額（減額前）です。

43.1
歳

343,574円

312,077円町

県

国

技 能 労 務 職一 般 行 政 職
（H25 年４月１日現在）

(３)職員の平均給料・平均給与月額及び平均年齢

※職員手当とは、扶養手当・管理職手当・時間外勤務手当・宿日直手当・通
勤手当などで、退職手当は含まれていません。

123人

１人当たり
の給与費

(Ｂ/Ａ)計 (Ｂ)期末・勤勉手当職員手当給 料

給与費（千円）職員数
(Ａ)

(２)職員給与費の状況（H25 年度普通会計当初予算）

※人件費とは、特別職の給料や報酬、職員の給料・手当・共済費等です。
※特別職とは、町長･副町長・町議会議員・農業委員会委員・教育委員会委員・
監査委員・選挙管理委員会委員・消防団員及び各種審議会委員などをいい
ます。

16.97％75,011
千円

6,107,435
千円15,898人

人件費率
(Ｂ/Ａ)

人件費
(Ｂ)実質収支歳出額

(Ａ)
住民基本台帳人口
(H25.3.31 現在 )

(１)人件費の状況（H24 年度普通会計決算額）
２．職員の給与の状況

欠員補充

欠員補充

増 減 理 由増減数

―

―

―

１

―

―

―

―

―

１

―

―

―

２

２

２８

９

３５

９

１

９

５

１０

１５

４

３

２

１３２

２

２８

９

３４

９

１

９

５

１０

１４

４

３

２

１３０

２４年度
職 員 数

議会事務局
総 務
税 務
民 生
衛 生
労 働
農 林 水 産
商 工
土 木
教 育
下 水 道
国民健康保険
介 護 保 険
合 計

部 門

(２)部門別職員数の状況と増減（分類は定員管理調査による）

１０１

５

４

２２

０

１３２

５

０

０

２

０

７

９８

５

４

２３

０

１３０

H25.4.1 現在採用
者数

退職
者数H24.4.1 現在

一般事務職
技 術 職
保 健 師
保 育 士
技能労務職
合 計

職 種

単位：人(１)職員の採用・退職の状況（H24.4.2 ～ H25.4.1）
１．職員の任免及び職員数に関する状況

　人事行政の公平性・透明性の確保を目的に制定した「坂城町人事行政の運営等の状況に関する条例」に基づき、
職員数や給与、勤務条件などの状況を公表します。
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０
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２５年度

1,036,383
千円

450,125 90,910 164,520 705,555 5,736千円

区
分 平均給料

月　　額
平均給与
月　　額

平均
年齢

平均給料
月　　額

平均給与
月　　額

平均
年齢

45.3
歳

44.6
歳

一般行政職
178,800円

144,500円

163,987円
（172,200円）

大学卒

高校卒

※初任給は、試験採用に係るものです。
※国の初任給の括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の
額（減額前）です。

区 分

一般行政職
256,300円

―

231,800円

―

大学卒

高校卒

298,200円

―

主事補
技師補

主 事
技 師 副参事 参 事

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

職員数 (人)

構成比 (％)

92

100.0

0

0

3

3.0

40

43.0

31

34.0

9

10.0

勤勉手当

0.675月分

0.675月分

1.350月分

期末手当

1.200月分

1.450月分

2.650月分

勤勉手当

0.650月分

0.650月分

1.300月分

有職制上の段階、職務の
級等による加算措置

自己都合 勧奨・定年
23.50月分

33.50月分

47.50月分

59.28月分

30.55月分

41.34月分

59.28月分

59.28月分

国に同じ

支給対象職員 1 人
当たりの平均支給年額

手当の種類（手当数）

代表的な手当の名称

9.2％

廃棄物、汚物等処理手当

10,238円

用地交渉手当

徴収手当

６種

時間外勤務手当
（24年度）

支 給 総 額

職員１人当たり支給年額

38,869千円

299千円
※選挙投票・開票事務の手当も含まれています。

国の制度

扶養親族のある職員に
支給されます

住居手当

通勤手当

借 家 又 は 借 間 に 居 住
し、一定額以上を超え
る家賃を支払っている
職員、及び自己が所有
する家に居住する職員
に支給されます

通勤のために交通機関
等を利用して、その運
賃等を負担することを
常例とする職員に支給
されます

同じ

一部異

同じ ―

―

町外に自ら居
住する住宅を
借 り、月 額
12,000 円 を
超える家賃を
支払っている
職員は、相当
する額の 1/3

給 料
町 長

副町長

648,000円

―

開始時刻

午後 5 時 15 分 午後 0 時～午後 1 時

１年につき 20 日付与
※付与された翌年に限り繰越可能（最大 40 日） 4.8日

取得者数
取 得 期 間

3人

3 ～ 6 ヶ月 1 ～ 3 年6 ～ 12 ヶ月
2人

分 限 処 分 者
免職

―
計
―

戒告
―

減給
―

停職
―

免職
―

計
―

降任
―

休職
―

懲 戒 処 分 者

申請件数 許可件数 内 容
39件 39件 消防団員・統計調査員など

内 容

職 員 接 遇 研 修
専 門 研 修
全職員対象研修

計

101
53
44

198

職員接遇研修
管理者リーダーシップ養成講座など
野中郁次郎公開講座など

健 康 診 断 の 種 類 受診者数
定期健康診断（健康スクリーニング）
人間ドック

41人

91人

公務災害
通勤災害

2件

―

要求件数　なし

申し立て件数　なし

経 験 年 数

単位：人

172,200円

140,100円133,418円
（140,100円）

1人

307,220円
（332,446 円）

376,257円
（405,463 円）


